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第20期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第20期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご案内申し

上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各
ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの
上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセス頂き、メニューより「ＩＲ情報」「2023年」
「株主総会関連資料」を順に選択頂き、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセス頂き、「銘柄名（会社名）」に「海帆」
又は「コード」に当社証券コード「3133」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総
会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使書用紙
に議案に対する賛否をご表示頂き、2023年６月27日（火曜日）午後５時までに到
着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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１．日 時 2023年６月28日（水曜日）午前10時
（受付開始は、午前９時30分を予定しております。）

２．場 所 名古屋市中村区名駅四丁目４番38号
ウインクあいち（愛知県産業労働センター）
小ホール１
（末尾の会場のご案内をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第20期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報

告及び連結計算書類報告の件
２．第20期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書

類報告の件
決 議 事 項

第１号議案
第２号議案
第３号議案

取締役７名選任の件
税制適格ストックオプション発行の件
補欠監査役１名選任の件

     

記

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。

〇書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に
対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いい
たします。

○本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措
置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、
次の事項につきましては、法令及び当社定款14条の規定に基づき、お送りする
書面には記載しておりません。

①連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
②計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

　したがいまして、当該書面に記載している内容は、監査報告を作成するに際
し、監査役会及び会計監査人が監査した対象の一部です。なお、電子提供措置
事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東
証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載させて頂き
ます。

○株主総会でのお土産はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し
上げます。また、総会開催時点での新型コロナウイルス感染症の流行の状況や
ご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用等の感染予防にご配慮頂き、ご来場
くださいますようお願い申し上げます。総会会場では、感染予防の対策をさせ
て頂く場合もありますので、何卒ご理解頂きますようお願い申し上げます。
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自　2022年４月１日
至　2023年３月31日

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当社グループは、当連結会計年度より連結計算書類を作成しているた

め、前事業年度との比較分析は行っておりません。

当連結会計年度（2022年４月１日～2023年３月31日）におけるわが国経

済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言などの行動制限

は緩和されたものの、ウクライナ情勢の長期化による資源や原材料価格の

高騰、円安による輸入コストの急増など、依然として先行きが不透明な状

況となっております。

外食業界におきましても、行動制限の緩和により国内及びインバウンド

需要に回復の兆しが見られておりますが、原材料費や光熱費の急激な高騰

により、依然として厳しい経営環境が続き、今後の経済活動も不透明な状

況で推移しております。

このような状況の中、当社グループにおきましては、経営資源の選択と

集中を推し進め、収支の改善を企図した取り組みとして、業態と立地の見

直しを行い、早急な業績改善が厳しいと思われる店舗や不採算店舗の退店

などを鋭意進めてまいりました。また、2021年５月14日開示の「フランチ

ャイズ契約の締結に関するお知らせ」のとおり、株式会社ファッズの「新

時代」業態にＦＣ加盟を行い、業態転換を進めてまいりました。

また、飲食事業の成長戦略のため、2022年７月15日開示の「株式会社

SSSの株式取得（子会社化）に関するお知らせ」のとおり、居酒屋事業を

運営する会社を取得しております。

その結果、2023年３月末現在の店舗数は、直営店26（内ＦＣ加盟18）店

舗（前事業年度末は27（内ＦＣ加盟13）店舗）、フランチャイズ店24店舗

（前事業年度末は９店舗）となりました。

さらに、新たな収益基盤を確立するため、世界的な課題である脱炭素・

低炭素社会の実現や、飲食としての環境改善に寄与できる事業として、再

生可能エネルギー事業への進出のため太陽光発電設備の取得等を推し進め
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ております。

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高2,087,481千円、営業

損失601,511千円、経常損失633,097千円、親会社株主に帰属する当期純損

失1,135,276千円となりました。

なお、セグメント別の業績の概況は、以下のとおりであります。

(飲食事業)

当セグメントにおきましては、新時代19店舗を含め既存店が30店舗（内

ＦＣ16店舗）、株式会社SSSは居酒屋店舗を中心として20店舗（内ＦＣ17

店舗）の展開により、売上高は2,087,481千円、セグメント損失は85,358

千円となりました。

(再生可能エネルギー事業)

当セグメントにおきましては、2022年10月21日に新たにKAIHAN ENERGY 

JAPAN合同会社（2023年１月31日付でKR ENERGY JAPAN合同会社へ商号変更

しております。）を、2023年３月31日にはKRエナジー１号合同会社を設立

し再生可能エネルギー事業を開始いたしましたが、当連結会計年度では新

たな太陽光発電設備の開発の着手による固定資産の取得にとどまり、売上

高は発生しておりません。

② 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資総額は906,383千

円であり、その主たるものは飲食事業における店舗資産の取得に要した金

額が375,270千円、再生可能エネルギー事業で太陽光発電施設の取得のた

めに要した金額が464,927千円であります。

③ 資金調達の状況

2022年３月25日開催の当社臨時株主総会で決議により発行いたしまし

た、第５回新株予約権の行使により、2022年８月に50百万円、2022年９月

に50百万円、2022年7月に50百万円、2022年10月に50百万円、2022年11月

に70百万円、2022年12月に50百万円、2023年１月に635百万円及び2023年

２月に20百万円の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
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⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

当社は、2023年３月１日を効力発生日として、S.H.N株式会社より飲食

事業に係る店舗を１店舗譲り受けました。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、2022年７月15日付で株式会社ＳＳＳの全株式を取得し、同社を

連結子会社といたしました。

当社は、2022年10月21日にKAIHAN ENERGY JAPAN合同会社(2023年１月31

日付でKR ENERGY JAPAN合同会社へ商号変更しております。)を設立し、同

社を連結子会社といたしました。

当社は、2023年３月31日にＫＲエナジー１号合同会社に匿名出資を行

い、同社を連結子会社といたしました。
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区　分
第 17 期

(2020年３月期)
第 18 期

(2021年３月期)
第 19 期

(2022年３月期)

第 20 期
(当連結会計年度)

(2023年３月期)

売 上 高 (千円) － － － 2,087,481

経 常 損 失 ( △ ) (千円) － － － △633,097

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 (△)

(千円) － － － △1,135,276

１株当たり当期純損失(△) (円) － － － △36.37

総 資 産 (千円) － － － 2,660,257

純 資 産 (千円) － － － 290,652

１株当たり純資産 (円) － － － 6.73

区　分
第 17 期

(2020年３月期)
第 18 期

(2021年３月期)
第 19 期

(2022年３月期)

第 20 期
(当事業年度)

(2023年３月期)

売 上 高 (千円) 3,977,825 861,147 776,660 1,731,825

経 常 損 失 ( △ ) (千円) △470,421 △791,540 △348,963 △584,769

当 期 純 損 失 (△) (千円) △695,604 △1,066,398 △453,753 △1,051,985

１株当たり当期純損失(△) (円) △192.51 △184.71 △30.18 △33.70

総 資 産 (千円) 1,255,930 724,330 2,124,365 2,359,169

純 資 産 (千円) △314,791 △646,463 449,783 374,023

１株当たり純資産 (円) △80.95 △56.30 13.80 8.93

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）当社は、当連結会計年度より連結計算書類を作成しております。

② 当社の財産及び損益の状況
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会　社　名 資　本　金
当社の

議決権比率
主な事業内容

株式会社ＳＳＳ 10,000千円 100.0％ 飲食事業

KR ENERGY JAPAN合同会社 1,000千円 51.0％ 再生可能エネルギー事業

ＫＲエナジー１号合同会社 1,000千円 100.0％ 再生可能エネルギー事業

株式会社大三萬年堂ＬＡＢ 4,500千円 66.7％ 和菓子の製造販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

当社グループの属する外食産業におきましては、ロシア・ウクライナ

情勢の長期化による地政学上のリスクなどの影響で原材料費・物流費・

光熱費の高騰が顕著となり、依然厳しい状況が続いております。また、

当社グループにおきましても、新型コロナウイルス感染症の影響により

人々の生活習慣が変化したことで、集客が見込めていた店舗の収益性が

低下する等、経営成績への影響が生じております。

飲食事業に関しましては、2023年３月31日現在で、50店舗を有してお

り、そのほとんどが居酒屋業態となっており、そのうち20店舗が居酒屋業

態の「新時代」であります。新型コロナウイルス感染症の影響による行動

制限が緩和されたことにより国内及びインバウンド需要に回復の兆しが見

られておりますが、ロシア・ウクライナ情勢の長期化による影響で原材料

費・物流費・光熱費の高騰が顕著となり、依然として厳しい経営環境が続

いております。また、飲食事業としての収益力を向上させるためには新規

出店を行う必要があるため、人材採用の強化や講習などによるマネージャ

ー層の育成を強化しております。

再生可能エネルギー事業に関しましては、持続可能な社会、脱炭素社

会の実現に向けて世界的なＣＯ２削減、ＥＳＧ投資の流れが起きている中

で、今後ますます企業や自治体における再生可能エネルギー、省エネル

ギーの導入ニーズが高まってくることが想定されます。このような市場

環境の中で、当社グループは太陽光発電設備の開発をすすめ、太陽光発

電設備の販売及び自社保有設備による発電・売電を中心として再生可能

エネルギー事業を積極的に展開してまいります。
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このような状況の中、当社は「幸せな食文化の創造」という社是のも

と、企業価値を高め、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに信

用され、支持される企業となるために、コーポレート・ガバナンス向上

への積極的な取り組みが不可欠であると考えております。当社グループ

といたしましては、今後も意思決定の明確化、組織体制の最適化、内部

監査体制の充実、監査役及び会計監査人による監査との連携強化等にな

お一層努めてまいります。加えて、全従業員に対しても、継続的なコン

プライアンスの啓蒙・教育を実施し、企業価値の上昇に努めてまいりま

す。

事　業　区　分 事　業　内　容

飲食事業
居酒屋を中心とした飲食店舗の企画開発及び

運営

再生可能エネルギー事業
再生可能エネルギー資源を利用した発電所の

開発、発電及び売電及び施設の販売

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）
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主 な 事 業 所 名 所 在 地

本社 愛知県名古屋市中村区

新横浜事務所 神奈川県横浜市港北区

主 な 事 業 所 名 所 在 地

株式会社ＳＳＳ 神奈川県横浜市港北区

KR ENERGY JAPAN合同会社 神奈川県横浜市港北区

ＫＲエナジー１号合同会社 東京都港区

株式会社大三萬年堂ＬＡＢ 兵庫県たつの市

(6) 主要な事業所及び店舗（2023年３月31日現在）

① 当社の主要な事業所

② 子会社の主要な事業所

－ 9 －



業態名 店舗数 都道府県別

新時代 20店

神奈川県　３店

愛知県　８店

三重県　４店

岐阜県　４店

福岡県　１店

立喰い焼肉　治郎丸 ４店
東京都　３店

神奈川県　１店

ときわ亭 ４店 神奈川県　４店

なつかし処昭和食堂 １店 鹿児島県　１店

えびすや ２店
宮崎県　１店

熊本県　１店

ベビーフェイスプラネッツ １店 岐阜県　１店

炭火焼干物定食　しんぱち食堂 １店 東京都　１店

海鮮個室居酒屋　葵屋 １店 埼玉県　１店

その他 16店

宮城県　１店

東京都　４店

神奈川県　８店

愛知県　２店

三重県　１店

合計 50店

③ 店舗
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事 業 区 分 従 業 員 数 （ 名 ） 前連結会計年度末比増減

飲 食 事 業 44（118） －

再生可能エネルギー事業 １（－） －

全 社 （ 共 通 ） 17（－） －

合 計 62（118） －

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

59名（110名） ２名減（63名増） 41.3歳 ４年４ヶ月

(7) 従業員の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員であり、（　）外数は臨時従業員の年間平均雇用人員（１

日８時間換算）であります。

２．臨時従業員には、パート及びアルバイトを含んでおります。

３．平均年齢及び平均勤続年数に、パート及びアルバイトは含まれておりません。

４．当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、前連結会計年度末

比増減は記載しておりません。

② 当社の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員であり、（　）外数は臨時従業員の年間平均雇用人員（１

日８時間換算）であります。

２．臨時従業員には、パート及びアルバイトを含んでおります。

３．平均年齢及び平均勤続年数に、パート及びアルバイトは含まれておりません。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 愛 知 銀 行 270,841千円

株 式 会 社 徳 島 大 正 銀 行 210,893千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 192,568千円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 87,412千円

興 産 信 用 金 庫 80,020千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 66,670千円

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 66,652千円

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 60,436千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 49,820千円

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 35,839千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

（注） 借入残高は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(9) その他会社の現況に関する重要な事項

長引く新型コロナウイルス感染症の世界的な感染の継続、ウクライナ情勢

の長期化による原材料、光熱費の高騰等の影響を受けた結果、当社店舗への

来店客数は大きく減少し、売上高が著しく減少しており、当事業年度におい

て営業損失633百万円、経常損失1,091百万円及び親会社に帰属する当期純損

失1,135百万円計上しております。現状では当該感染症の終息及び外食需要

の回復の度合いによって、当社の業績の回復に一定期間を要すると考えられ

ることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。

当該状況を解消又は改善するための対応策は、「連結注記表（１）継続企

業の前提に関する注記」及び「個別注記表（１）継続企業の前提に関する注

記」に記載しております。
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① 発行可能株式総数 60,555,600株

② 発行済株式の総数 37,888,900株

③ 株主数 9,126名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉 川 元 宏 10,000千株 26.39%

Ｔ Ｂ １ 株 式 会 社 7,965千株 21.02%

合 同 会 社 ア ロ ー エ ナ ジ ー 2,000千株 5.27%

久 田 敏 貴 1,457千株 3.84%

株 式 会 社 Ｓ Ｌ Ｃ エ ネ ル ギ ー 1,200千株 3.16%

株式会社ネクスタ（匿名組合口） 1,000千株 2.63%

ＮＡＩＣサステナブル合同会社 857千株 2.26%

三 立 化 工 機 株 式 会 社 600千株 1.58%

楽 天 証 券 株 式 会 社 519千株 1.37%

戸 谷 松 一 500千株 1.31%

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

④ 大株主

（注） 自己株式は所有しておりません。

⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

該当事項はありません。

⑥その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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名称

（発行決議日）

新株予約権

の数

目的となる

株式の数
発行価額

権利行使

価額

行使の

条件
権利行使期間

第６回新株予約権

（2022年12月１日）
7,000個 700,000株

1株当たり

140.75円

1株当たり

139円
（注）

2022年12月１日から

2025年11月30日まで

(2) 新株予約権等の状況（2023年３月31日現在）

①　当事業年度末日における新株予約権の状況

（注）新株予約権の行使の条件

（a）本新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）

は、権利行使時において当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員ま

たは従業員のいずれかの地位を有していることを要する。但し、任期満

了による退任、定年又は会社都合による退職、その他取締役会が正当な

理由があると認めた場合にはこの限りではない。

（ｂ）新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間中に当社株価の

終値が10営業日連続して行使価額に50％を乗じた価額を下回った場合、

新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満期日まで

に行使しなければならないものとする。ただし、次に掲げる場合に該当

するときはこの限りではない。

・当社が上場廃止となる場合、破産手続開始、民事再生手続開始、会社

更生手続開始、特別清算開始その他これらに準ずる倒産処理手続開始

の申立てがなされる場合、その他本新株予約権発行日において前提と

されていた事情に大きな変更が生じた場合

・その他上記に準じ、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観

的に認められる行為をなした場合

・当社が上場廃止、倒産及びその他本新株予約権発行日において前提と

されていた事情に大きな変更が生じた場合

・その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認めら

れる行為をなした場合また、上記事由は客観的な意見が含まれる可能

性があるため、該当事由の発生の都度、当社取締役会の決議によって

判断を行う。
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名称

取締役

（社外取締役を除く）
社外取締役 監査役

新株予約権の

数及び目的と

なる株式の数

保有者数

新株予約権

の数及び目

的となる株

式の数

保有者数

新株予約権

の数及び目

的となる株

式の数

保有者数

第６回新株予

約権

4,200個

(420,000株)
３名 － － － －

名称

当社使用人 子会社の役員及び使用人

新株予約権の数

及び目的となる

株式の数

交付者数

新株予約権の数

及び目的となる

株式の数

交付者数

第６回新株予約権
2,800個

(280,000株)
４名 － －名

②　当事業年度末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交

付した新株予約権の状況

③　当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新

株予約権の状況

④ ライツプランの内容

該当事項はありません。
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名 称 第 ５ 回 新 株 予 約 権

発行決議日 2022年３月25日

新株予約権の数 12,250個　 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　 (注)２

新株予約権の目的となる株式の数 12,250,000株(注)３

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり 2,800円(注)４

新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額

新株予約権１個当たり100,000円

(１株当たり100円)

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額

(注)５

新株予約権の行使期間
2022年３月28日から

2024年３月27日まで

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はできな

い。

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件
(注)６

⑤ その他新株予約権等の状況

当社は、2022年３月２日開催の取締役会において、「第三者割当増資

による新株式の発行及び第５回新株予約権の発行」を決議し、2022年３

月25日に行われた当社臨時株主総会において承認決議がされた新株予約

権の内容は、次のとおりであります。
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名 称 第 ５ 回 新 株 予 約 権

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については当社取締

役会の承認を要する。

(注)１．当事業年度の末日（2023年３月31日）における内容を記載しております。

(注)２．株式会社海帆　普通株式（以下「当社普通株式」という）完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。

なお、単元株式数は100株である。

(注)３．本新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代

えて当社の有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を

「交付」という。）する数は、1,000株（以下、「対象株式数」という。）とす

る。

本新株予約権の目的である株式の総数は25,000,000株とする。

ただし、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行うとき

は、次の算式により対象株式数を調整する。

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割又は併合の比率

また、割当日以降に、当社が時価を下回る価額での新株式の発行若しくは自己

株式の処分（ただし、新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式を処

分する場合を除く）、合併、会社分割又は株式無償割当てを行う場合等、対象

株式数を変更することが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものと

する。

これらの調整後対象株式数は、当該調整事由に係る第10項による行使価額の調

整に関し、同項に定める調整後行使価額を適用する日以降これを適用する。

上記に基づき対象株式数の調整を行った場合において、調整の結果１株未満の

端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

(注)４．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、本新株予約権の行

使に際して出資される財産の本新株予約権１個当たりの価額は、対象株式数

に、以下に定める行使価額を乗じた金額とする。

(2)本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１

株当たりの出資される財産の価額（以下、「行使価額」という。）は、100円と

する。ただし、第10項の規定に従って調整されるものとする。
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調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
１

分割又は併合の比率

調整後

行使価格
＝

調整前

行使価格
×

発行普通株式数 ＋

交付普通

株式数
×

１株当たり

の払込金額

時価

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数

10．行使価額の調整

(1)当社は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、

次の算式により行使価額を調整するものとする

調整後行使価額は、株式分割に係る基準日の翌日以降又は株式併合の効力が生じる

日以降これを適用する。

(2)当社は、本項第(1)号の場合のほか、本項第(3)号に掲げる各事由により当社普通株

式が交付される場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」という｡）を

もって行使価額を調整する。

(3)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

①本項第(5)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交

付する場合（ただし、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付す

る場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社

債その他の証券もしくは権利の請求又は行使による場合を除く。）、調整後の行

使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは、当該払込

期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日

がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価

額は、株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普

通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当

社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準

日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割当をすると

きは当該割当の効力発生日の翌日以降、これを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(5)号②に定める時価を

下回る価額をもって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合

（無償割当の場合を含む）又は本項第(5)号②に定める時価を下回る価額をもっ

て当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他

の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当の場合を含む）、調整後の行使価

額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その
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株式数 ＝
（調整前行使価格 － 調整後行使価格） ×

調整前行使価額により当

該期間内に交付された当

社普通株式数

調整後行使価額

他の証券又は権利の全てがその発行時点の行使価額で請求又は行使されて当社普

通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものと

し、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場

合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、その権利の割当のための

基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得

請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発

行された時点で確定していない場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点

で発行されている取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その

他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社

普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定さ

れ、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他

当社の機関の承認を条件としているときは、本号①ないし③の定めにかかわら

ず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。こ

の場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株

予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交

付株式数を決定するものとする。

ただし、行使により生ずる１株未満の端数は切り捨て、現金調整は行わない。

(4)本項第(1)号から第(3)号までの規定にかかわらず、行使価額調整式により算出され

た調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限りは、行

使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事

由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代え

て、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。

(5)①行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本

項第(3)号④の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の金融商品取

引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付で終値のない日数を

除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、

基準日がない場合は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社
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の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除し

た数とする。また、本項第(1)号及び第(3)号②の場合には、行使価額調整式で使用

する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割当てられる

当社普通株式数を含まないものとする｡

(6)本項第(1)号及び第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる

場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。

①当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社

とする株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他行使価額の調整を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整

後の行使価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考

慮する必要があるとき。

(7)本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面

によりその旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用

の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。ただ

し、本項第(1)号に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通

知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

（注）５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金

の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額

の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切

り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額を増加する資本準備金の額とする。

（注）６．新株予約権の取得事由

本新株予約権は、本新株予約権の割当日から３ヶ月を経過した日以降、当社から

割当された者に対し相当期間を付して新株予約権の行使を催告しても、割当され

た者が行使しなかった場合において、当社取締役会が取得する日（以下、「取得

日」という。）を定めた場合、当社は、当該取得日の２週間前までに本新株予約

権者に対する通知又は公告を行うことにより、当該取得日において本新株予約権

１個につき2,800円で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又はそのうち

の一部を取得することができる。
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会社における地位 氏 　 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 吉 川 元 宏

株式会社ペガソス・エレクトラ　代表取締役

株式会社コスモアールエス　代表取締役
株式会社ペガサス　代表取締役
当社子会社　株式会社SSS　取締役

取 締 役 会 長 國 松 　 晃 当社子会社　株式会社SSS　代表取締役会長

取 締 役 守 田 直 貴
株式会社リアライズ　代表取締役
当社子会社　株式会社SSS　取締役
当社子会社　株式会社大三萬年堂LAB　取締役

取 締 役 平 林 　 茂
アーバンプロダクツ株式会社　社外取締役

バイオアクセル株式会社　代表取締役

取 締 役 岡 本 昭 彦

株式会社インボイス　取締役

株式会社ユニバーサル・デベロップメント　取締役

株式会社セルセラピーテクノロジー　取締役（非常勤）

バイオアクセル株式会社　取締役（非常勤）

取 締 役 日笠　真木哉 ピクセルカンパニーズ株式会社　社外監査役

取 締 役 青 木 　 伸 文 青木会計事務所　代表

常 勤 監 査 役 神 田 敏 行
当社子会社　株式会社SSS　監査役
当社子会社　株式会社大三萬年堂LAB　監査役

監 査 役 細 野 順 三

freebalance株式会社　代表取締役

ソルト・コンソーシアム株式会社　非常勤監査役

株式会社ジェイグループホールディングス　社外取締役

株式会社テイクユー　非常勤監査役

監 査 役 竹 尾 卓 朗

竹尾公認会計士事務所　所長

ＣＴＳ監査法人　代表社員

株式会社ひかりホールディングス　社外監査役

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役平林茂氏、岡本昭彦氏、日笠真木哉氏及び青木伸文氏は、社外取締役で
あります。

２. 常勤監査役神田敏行氏、監査役細野順三氏及び監査役竹尾卓朗氏は、社外監査
役であります。

３. 常勤監査役神田敏行氏、監査役細野順三氏及び監査役竹尾卓朗氏は、以下のと
おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・常勤監査役神田敏行氏は、長年にわたり他社にて監査に携わってきた経験が

あります。
・監査役細野順三氏は、会社経営者として経営及び財務に関する相当程度の
知見を有するものであります。

・監査役竹尾卓朗氏は、公認会計士の資格を有しております。
４. 当社は、社外取締役のうち平林茂氏及び岡本昭彦氏の２名並びに社外監査役

の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び社外監査役の全員は、会社法第427条第１項の規
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定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限
度額としております。
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③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しております。

　このＤ＆Ｏ保険契約の被保険者は、当社の全役員及び執行役員及び管理

職従業員及び会計監査人であり、すべての被保険者について、その保険料

を全額当社が負担しております。

　契約内容は以下のとおりであります。

・保険期間は2023年４月17日から2024年４月17日です。

・補償対象としている保険事故の概要は次のとおりです。

（ⅰ）会社の役員としての業務につき行った行為または不作為に起因し

て、保険期間中に株主または第三者から損害賠償請求された場合に、それ

によって役員が被る損害（法律上の損害賠償金、争訟費用）を補償対象と

しています。

（ⅱ）このほか、現に損害賠償請求がなされていなくても、損害賠償請求

がなされるおそれがある状況が発生した場合に、被保険者である役員がそ

れらに対応するために要する費用も補償対象としています。

④ 取締役及び監査役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社の役員報酬等は、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘

案して決定しております。

　当社の役員報酬等に関する株主総会の決議年月日は2014年６月27日の

第11期定時株主総会であり、決議の内容は取締役年間報酬総額の上限を

300,000千円（当該定時株主総会終結時点の取締役員数は５名）、監査

役年間報酬総額の上限を50,000千円（当該定時株主総会終結時点の監査

役の員数は３名）とするものです。

　当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決

定権限を有する者は、取締役会により委任された代表取締役社長 吉川

元宏であり、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、担当職

務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定する権限を有してお

ります。監査役の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内に

おいて、常勤、非常勤の別、業務分担の状況を考慮して、監査役の協議

により決定しております。

　なお、当社の役員が当事業年度に受けている報酬等は、固定報酬のみ

であります。
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役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

47,400
（10,800）

47,400
（10,800）

－
（－）

－
（－）

７
（４）

監査役
（うち社外監査役）

10,500
（10,500）

10,500
（10,500）

－
(－)

－
（－）

３
（３）

合　計
（うち社外役員）

57,900
（21,300）

57,900
（21,300）

－
（－）

－
（－）

10
（７）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役平林茂氏は、バイオアクセル株式会社の代表取締役を兼務し、

アーバンプロダクツ株式会社の社外取締役であります。なお、当該法

人等と当社との間には特別の関係はありません。

・取締役岡本昭彦氏は、株式会社ユニバーサル・デベロップメント、株

式会社インボイスの取締役を兼務し、株式会社セルセラピーテクノロ

ジー、バイオアクセル株式会社の社外取締役であります。なお、当該

法人と当社との間には特別の関係はありません。

・取締役日笠真木哉氏は、ピクセルカンパニーズ株式会社の社外監査役

であります。なお、当該法人等と当社との間には特別の関係はありま

せん。

・取締役青木伸文氏は、青木会計事務所の代表を兼務しております。な

お、当該法人等と当社との間には特別の関係はありません。

・監査役細野順三氏は、freebalance株式会社の代表取締役を兼務し、

株式会社ジェイグループホールディングスの社外取締役、株式会社テ

イクユーの非常勤監査役であります。なお、当該法人等と当社との間

には特別の関係はありません。

・監査役竹尾卓朗氏は、竹尾公認会計士事務所所長、ＣＴＳ監査法人

代表社員及び株式会社ひかりホールディングスの社外監査役であり

ます。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される
役割に関して行った職務の概要

取締役 平 林 　 茂

当事業年度に開催された取締役会のうち取締役に就任後開

催された28回全てに出席いたしました。経営者としての経

験と知見により、議案審議等において必要な発言を適宜行

っております。

取締役 岡 本 昭 彦

当事業年度に開催された取締役会のうち取締役に就任後開

催された28回のうち27回に出席いたしました。経営者とし

ての経験と知見により、議案審議等において必要な発言を

適宜行っております。

取締役 日 笠 真 木 哉

社外取締役就任後に開催された取締役会８回のうち５回に

出席いたしました。経営者としての経験と知見により、議

案審議等において必要な発言を適宜行っております。

取締役 青 木 伸 文

社外取締役就任後に開催された取締役会８回のうち７回に

出席いたしました。公認会計士としての経験と知見によ

り、議案審議等において必要な発言を適宜行っておりま

す。

監査役 神 田 敏 行

当事業年度に開催された取締役会28回のうち27回、また、

監査役会15回全てに出席いたしました。他社において携わ

った経験と知見により、監査の観点から、議案審議等にお

いて必要な発言を適宜行っております。

監査役 細 野 順 三

当事業年度に開催された取締役会28回全てに、また、監査

役会15回全てに出席いたしました。経営コンサルタント会

社の経営者として長年の経験により、監査の観点から、議

案審議等において必要な発言を適宜行っております。

監査役 竹 尾 卓 朗

当事業年度に開催された取締役会28回全てに、また、監査

役会15回全てに出席いたしました。公認会計士としての専

門的見地により、監査の観点から、議案審議等において必

要な発言を適宜行っております。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第27条の規定に基づ

き、取締役会決議があったものとみなす書面決議を10回実施しました。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等
の額

23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額

23,000千円

(4) 会計監査人の状況

① 名称　　フロンティア監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は、以下のとおりであります。

① 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

イ. 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、

経営に関する重要な事項を決定する。

ロ. 取締役会は、内部統制の基本方針を決定し、取締役が、適切に内部

統制システムを構築・運用し、それに従い職務執行しているかを監

督する。

ハ. 取締役は、他の取締役と情報の共有を推進することにより、相互に

業務執行の監督を行う。

ニ. 取締役は、各監査役が監査役会で定めた監査方針・計画のもと、監

査を受ける。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報

については、法令及び「文書管理規程」「稟議規程」等の関連規程に従

い、適切に記録し、定められた期間保存する。また、その他関連規程

は、必要に応じて適時見直し等の改善をする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 取締役会は、代表取締役社長をリスク管理の総括責任者として任命

し、コンプライアンス委員会を設置させる。コンプライアンス委員

会は、全社的なリスクの把握とその評価及び対応策の策定を行い、

各担当取締役及び各部長と連携しながら、リスクを最小限に抑える

体制を構築する。

ロ. リスク管理を円滑にするために、リスクマネジメント規程等社内の

規程を整備し、リスクに関する意識の浸透、早期発見、未然防止、

緊急事態発生時の対応等を定める。
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④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

イ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締

役会の運営に関することを「取締役会規程」に定めるとともに、取

締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時開催する。

ロ. 取締役は、ＩＴを活用した情報システムを構築して、迅速かつ的確

な経営情報把握に努める。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

イ. 取締役会は、代表取締役社長をコンプライアンス管理の総括責任者

として任命し、コンプライアンス委員会を設置させる。コンプライ

アンス委員会は、コンプライアンスに関する内部統制機能の強化を

継続的に行える体制を推進・維持する。

ロ. 万が一、コンプライアンスに関する事態が発生した場合は、コンプ

ライアンス委員会を中心に、代表取締役社長、取締役会、監査役

会、顧問弁護士に報告される体制を構築する。

ハ. 当社の取締役及び使用人がコンプライアンスの徹底を実践できるよ

うに「コンプライアンスマニュアル」を定める。

ニ. 当社は、コンプライアンスの違反やその恐れがある場合に、業務上

の報告経路の他、社内外（常勤監査役・内部監査担当・弁護士・社

会保険労務士）に匿名で相談・申告できる「内部通報制度」を設置

し、事態の迅速な把握と是正に努める。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に

関する事項

イ. 当社は、監査役の職務を補助する使用人は配置していないが、監査

役が必要と判断した場合、取締役会はそれに応じて、当該使用人を

任命及び配置する。

ロ. 補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲

されたものとし、取締役の指揮命令は受けない。
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⑦ 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の

監査役への報告に関する体制

イ. 監査役は、取締役会以外にも経営会議等の業務執行の重要な会議へ

出席し、当社における重要事項や損害を及ぼす恐れのある事実等に

ついて報告を受ける。

ロ. 取締役及び使用人は、取締役会に付議する重要な決定事項、その他

重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、

内部監査の実施状況、その他必要な重要事項を監査役に報告する。

ハ. 取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及

び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合、速や

かに、監査役に報告する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合を開き、意思の疎通及

び意見交換を実施する。

ロ. 監査役は、会計監査人及び内部監査担当とも意見交換や情報交換を

行い、連携を保ちながら必要に応じて調査及び報告を求める。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・

不法な要求にも応じないことを基本方針とする。その旨を取締役及び使

用人に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関等からの情報収集

に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を

取り、組織全体として速やかに対処できる体制を整備する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社におきましては、上記の業務の適正を確保するための体制について、

継続的に運用状況を確認しております。その結果判明した問題があった場

合、取締役会にその内容を報告し、是正措置を行い、より適切な内部統制シ

ステムの運用を構築することとなっております。

３ヶ月毎に開催されるコンプライアンス委員会におきましては、コンプラ

イアンスやリスク管理に関する課題等について協議を行っております。

また、内部通報制度の積極的な運用を図るための体制の構築・整備も進め

ております。

監査役会は、監査計画を策定し、当該監査計画に基づき、取締役や担当役

職者等に対してその担当業務におけるリスク、課題等についてのヒアリング

を行っております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

未 成 工 事 支 出 金

原材料及び貯蔵品

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

創 立 費
　

1,175,333

315,114

69,071

54,872

11,176

560,000

166,099

△1,001

1,484,732

796,530

289,619

462

464,927

41,520

378,407

364,317

14,090

309,794

268,812

68,536

△27,554

191

191
　

流 動 負 債 1,333,060

買 掛 金 175,144

短 期 借 入 金 1,500

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

477,002

リ ー ス 債 務 98,545

未 払 法 人 税 等 31,524

未 払 金 342,425

未成工事受入金 66,949

事業整理損失引当金 65,180

株主優待引当金 10,837

そ の 他 63,950

固 定 負 債 1,036,544

長 期 借 入 金 701,815

リ ー ス 債 務 308,739

そ の 他 25,990

負 債 合 計 2,369,605

純 資 産 の 部

株 主 資 本 255,127

資 本 金 1,010,280

資 本 剰 余 金 380,203

利 益 剰 余 金 △1,135,356

新 株 予 約 権 35,525

純 資 産 合 計 290,652

資 産 合 計 2,660,257 負 債 純 資 産 合 計 2,660,257

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 2,087,481

売 上 原 価 709,652

売 上 総 利 益 1,377,828

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,979,339

営 業 損 失 601,511

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,937

そ の 他 7,057 33,995

営 業 外 費 用

支 払 利 息 29,909

助 成 金 返 還 損 30,960

そ の 他 4,712 65,581

経 常 損 失 633,097

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,100

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 5,294 6,394

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,387

減 損 損 失 399,326

事 業 整 理 損 失 引 当 金 繰 入 額 60,528

そ の 他 600 464,843

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,091,546

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 50,612

法 人 税 等 調 整 額 △5,383 45,229

当 期 純 損 失 1,136,776

非支配株主に帰属する当期純損失 1,500

親会社株主に帰属する当期純損失 1,135,276

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原 材 料

貯 蔵 品

関係会社短期貸付金

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

829,059

147,230

33,572

4,973

70

505,000

58,756

53,734

26,052

△330

1,530,110

74,298

66,636

328

5,305

462

1,565

28,903

20,861

282

6,650

1,109

1,426,908

722,462

1,510

538,620

453

145,689

45,726

△27,554
　

流 動 負 債 1,332,450

買 掛 金 69,948

短 期 借 入 金 1,500

関 係 会 社 短 期 借 入 金 410,469

１年内返済予定の長期借入金 384,609

リ ー ス 債 務 98,545

未 払 金 207,268

未 払 法 人 税 等 30,129

前 受 金 4,716

預 り 金 14,875

事 業 整 理 損 失 引 当 金 65,180

株 主 優 待 引 当 金 10,837

資 産 除 去 債 務 11,537

そ の 他 22,833

固 定 負 債 652,695

長 期 借 入 金 314,398

リ ー ス 債 務 308,739

繰 延 税 金 負 債 3,036

関係会社事業損失引当金 5,253

資 産 除 去 債 務 19,439

そ の 他 1,829

負 債 合 計 1,985,145

純 資 産 の 部

株 主 資 本 338,498

資 本 金 1,010,280

資 本 剰 余 金 380,203

資 本 準 備 金 92,020

その他資本剰余金 288,183

利 益 剰 余 金 △1,051,985

その他利益剰余金 △1,051,985

繰越利益剰余金 △1,051,985

新 株 予 約 権 35,525

純 資 産 合 計 374,023

資 産 合 計 2,359,169 負 債 純 資 産 合 計 2,359,169

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

科 目 金 額

売 上 高 1,731,825

売 上 原 価 662,905

売 上 総 利 益 1,068,919

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,612,083

営 業 損 失 543,163

営 業 外 収 益

受 取 利 息 17,760

そ の 他 4,270 22,031

営 業 外 費 用

支 払 利 息 30,306

助 成 金 返 還 損 30,960

そ の 他 2,371 63,637

経 常 損 失 584,769

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,100

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 5,294 6,394

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,056

減 損 損 失 374,188

事 業 整 理 損 失 引 当 金 繰 入 額 60,528

関係会社事業損失引当金繰入額 5,253

そ の 他 3,600 444,628

税 引 前 当 期 純 損 失 1,023,003

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,364

法 人 税 等 調 整 額 617 28,981

当 期 純 損 失 1,051,985

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

2023年５月23日

株式会社海帆

　取締役会　御中

フロンティア監査法人

　東京都品川区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 藤 井 幸 雄 ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士 本 郷 大 輔 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社海帆の2022

年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社海帆及び連結子会社からな

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、重要な営

業損失、経常損失及び当期純損失を計上している。このため、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又

は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該

注記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重

要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選

択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ

って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価

する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連

結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事

項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務

情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類

の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

2023年５月23日

株式会社海帆

　取締役会　御中

フロンティア監査法人

　東京都品川区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 藤 井 幸 雄 ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士 本 郷 大 輔 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社海帆

の2022年４月１日から2023年３月31日までの第20期事業年度の計算書類、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並

びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、継続して

営業損失、経常損失及び当期純損失を計上している。このため、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象

又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当

該注記に記載されている。計算書類等は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な不確実性の影響は計算書類等に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重

要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選

択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため

のものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適

切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ

って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価

する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるか

どうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は

重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書

類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結

論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項

を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第20期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき審議し

た結果、全員の一致した意見として、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　(1)　監査役会は、監査の方針と職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。

　(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針と職務の分担等に従い、新型コロナウイルス感染症の防止対策とし

てインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、執行役

員、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

　　①臨時株主総会、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用

人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査しました。

　　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制、その他株式会社の業務の適正を確保

するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第1項及び第3

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使

用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明しました。

　　　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びフロンティ

ア監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、新型コロナウイルス感染症の防止対

策としてインターネット等を経由した手段も活用しながら、会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から｢職務の遂行が適正に行なわれる

ことを確保するための体制｣(会社計算規則第131条各号に揚げる事項)

を｢監査に関する品質管理基準｣(平成17年10月28日企業会計審議会)等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。なお、監査上の主要な検討事項については、フロンティア監査法

人と協議を行なうとともに、その監査の実施状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類(貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書及び個別注記表)

及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表・連結損益計算

書・連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしまし

た。

２．監査の結果

　(1)　事業報告等の監査結果

　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても指摘すべき事項は認められませんが、引

き続き更なる品質の向上を期待します。

　(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人フロンティア監査法人の監査の方法及び結果は、相当であ

ると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果

　　会計監査人フロンティア監査法人の監査の方法及び結果は、相当であ

ると認めます。
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2023年５月24日

株式会社海帆　監 査 役 会

常勤監査役　　神　田　敏　行　　　㊞

監　査　役　　細　野　順　三　　　㊞

監　査　役　　竹　尾　卓　朗　　　㊞

(注)　常勤監査役 神田敏行、監査役 細野順三 及び 監査役 竹尾卓朗は、

会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役であります。

以　上
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候補
者番
号

ふ　　　　 り　　　　 が　　　　 な

氏　　　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当社の株

式 数

１

よし

吉
かわ

川　
もと

元
ひろ

宏

（1977年６月17日）

2003年４月 株式会社クリスタル入社

2009年８月 株式会社ペガソス・エレクトラ代

表取締役就任（現任）

2014年９月 株式会社コスモアールエス　代表

取締役就任（現任）

2020年４月 株式会社ペガサス　代表取締役就

任（現任）

2021年４月 五洋インテックス株式会社　代表

取締役社長就任

2022年３月 当社取締役就任

2022年７月 当社代表取締役副社長就任

2022年７月 当社子会社　株式会社SSS　取締役

就任（現任）

2022年８月 当社代表取締役社長就任（現任）

10,000,000株

【取締役候補者とした理由】

吉川元宏氏を取締役候補者とした理由は、同氏は会社経営について豊富な知見

を有しているとともに、再生エネルギー事業に関しても豊富な経験及び知見を

有しており、当該知見を活かして専門的な観点から当社の業務執行にあたるこ

とを期待したためであります。

株主総会参考書類

第１号議案　取締役７名選任の件

取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補
者番
号

ふ　　　　 り　　　　 が　　　　 な

氏　　　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当社の株

式 数

２

くに

國
まつ

松　
あきら

晃

（1975年12月30日）

2000年８月 株式会社マック入社

2014年６月 株式会社イーダイニング入社

代表取締役就任

2018年11月 当社入社　社長室長

2019年６月 当社　取締役副社長就任

2021年１月 当社　代表取締役社長就任

2022年７月 当社子会社　株式会社SSS　代表取

締役会長就任（現任）

2022年８月 当社　取締役会長就任（現任）

－株

【取締役候補者とした理由】

國松晃氏を取締役候補者とした理由は、同氏は飲食事業に精通し、豊富な知見

と経験を有しているとともに、飲食業界における広範な人脈を有しており、当

該能力を活かして専門的な観点から当社の業務執行にあたっていただくことを

期待したためであります。
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候補
者番
号

ふ　　　　 り　　　　 が　　　　 な

氏　　　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当社の株

式 数

３

もり

守
た

田　
なお

直
き

貴

（1984年９月20日）

2013年６月 株式会社リアライズ代表取締役

（現任）

2020年４月 株式会社ｅ-ｗａｖｅｓ　取締役

2022年３月 当社取締役就任（現任）

2022年７月 当社子会社　株式会社SSS　取締役

就任（現任）

2023年１月 当社子会社　大三萬年堂LAB　取締

役就任（現任）

－株

【取締役候補者とした理由】

守田直貴氏を取締役候補者とした理由は、同氏はプロモーション事業、広告事

業及びイーマーケティング事業について豊富な知見をと経験を有しており、当

該知見を活かして専門的な観点から当社の業務執行にあたっていただくことを

期待したためであります。

４
ひ

日
かさ

笠　
ま

真
き

木
や

哉

（1971年８月23日）

2007年９月 司法試験合格

2008年12月 最高裁判所司法研修所修了

2008年12月 検事任官（名古屋地方検察

庁、広島地方検察庁、福岡地

方検察庁小倉支部、東京地方

検察庁などで勤務）

2021年４月 金融庁証券取引等監視委員会

に出向

2022年８月 ベリーベスト法律事務所入所

（現任）

2023年１月 当社社外取締役就任（現任）

2023年３月 ピクセルカンパニーズ　社外

監査役（現任）

－株

【取締役候補者とした理由及び期待される役割】

日笠真木哉氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が弁護士の資格を有しており、法

律およびコーポレートガバナンスに関する相当程度の知見を有していることから、当該

知見を活かして専門的な観点から当社の業務執行に対する監督、助言等いただくことを

期待したためであります。
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候補
者番
号

ふ　　　　 り　　　　 が　　　　 な

氏　　　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当社の株

式 数

５

あお

青
き

木　
ただ

伸
ふみ

文

（1974年２月７日）

2000年10月 あずさ監査法人（旧朝日監

査法人）大阪事務所入所

2011年４月 朝日税理士法人　代表社員

就任

2022年９月 青木会計事務所　代表就任

（現任）

2023年１月 当社社外取締役就任（現

任）

－株

【取締役候補者とした理由及び期待される役割】

青木伸文氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が公認会計士の資格を有しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有していることから、当該知見を活かして専門

的な観点から当社の業務執行に対する監督、助言等いただくことを期待したためであり

ます。

６
　　※

みず

水
たに

谷
 

　
じゅん

準
いち

一

（1963年４月12日）

1995年９月 株式会社ゲオ（現株式会社

ゲオホールディングス）入

社

2009年６月 同社　経理部担当執行役員

就任

2009年６月 株式会社セカンドストリー

ト取締役就任

2012年２月 合同会社ジェイエムシー　

代表社員就任

2014年１月 ユニバーサルエコロジー株

式会社入社

2014年６月 同社　取締役管理部長就任

2017年７月 株式会社アスア入社

2017年９月 同社取締役管理本部長就任

2021年１月 当社執行役員管理本部長就

任（現任）

2022年10月 KAIHAN ENERGY JAPAN合同会

社（現KR ENERGY JAPAN合同

会社）職務執行者就任（現

任）

－株

【取締役候補者とした理由】

水谷準一氏を取締役候補者とした理由は、同氏は長年に渡り、上場企業、ベン

チャー企業において管理業務に従事しており、豊富な知見と経験を有している

ため、当該能力を活かして専門的な観点から当社の業務執行にあたっていただ

くことを期待したためであります。

－ 48 －



候補
者番
号

ふ　　　　 り　　　　 が　　　　 な

氏　　　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当社の株

式 数

７

　　　※
た

田
ぐち

口
 

　
れん

錬

（1974年６月５日）

1997年４月 東洋信託銀行株式会社（現

三菱UFJ信託銀行株式会社）

入社

2000年２月 オリックス株式会社入社

2003年12月 株式会社プライスウオータ

ーハウス・クーパースフィ

ナンシャル・アドバイザリ

ー・サービス入社

2004年10月 ムーディーズ・ジャパン株

式会社入社

2011年１月 オクターヴ・ジャパン株式

会社入社

2015年10月 株式会社玄海キャピタルマ

ネジメント入社

2016年３月 株式会社玄海インベストメ

ントアドバイザー（現株式

会社レイズ）入社（現任）

2023年１月 KR ENERGY JAPAN合同会社　

職務執行者就任（現任）

250,000株

【取締役候補者とした理由及び期待される役割】

田口錬氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は再生可能エネルギー事業、

金融事業及び不動産事業について豊富な知見をと経験を有しており、当該知見

を活かして専門的な観点から当社の業務執行に対する監督、助言等いただくこ

とを期待したためであります。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．日笠真木哉氏、青木伸文氏及び田口錬氏は、社外取締役候補者で

　　す。

４．当社は、日笠真木哉氏及び青木伸文氏との間で会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の

限定額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。日笠真木哉氏及び青木伸文氏の再任が承認された場合

は、両氏との当該契約を継続する予定であります。また、田口錬
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氏の選任が承認された場合は、同氏との間で同様の責任限定契約

を締結する予定であります。

５．日笠真木哉氏、青木伸文氏及び田口錬氏は、東京証券取引所の定

めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同取

引所に届け出る予定であります。

６．当社は保険会社との間で役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約

を締結しております。各候補者が選任された場合、当該保険の被

保険者となります。
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第２号議案　税制適格ストックオプション発行の件

会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、以下の理由等によ

り当社の取締役（社外取締役含む）、執行役員及び従業員に対して、ストック

オプションとして新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を発行す

ること、ならびに本新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任するこ

とにつき、ご承認をお願いするものであります。

また、当社の取締役の報酬額は、2014年６月27日開催の第11回定時株主総会

において、取締役の報酬限度額は年額300百万円としてご承認をいただいてお

りますが、業績向上に対する意欲、士気を一層高め、更なる企業価値の向上を

図るため、当該報酬枠と別枠にて、取締役に対してストックオプションによる

報酬等として年額100百万円以内において新株予約権を割り当てることにつき

ましても併せてご承認をお願いするものであります。

当社の取締役に対する割り当ては、取締役の報酬等の決定方針に基づき、会

社の業績、担当職務、貢献度当を総合的に勘案して取締役会で決定することと

しており、その内容は相当なものであると判断しております。

なお、現在の取締役は７名（うち社外取締役４名）でありますが、本株主総

会における第１号議案が原案どおり可決されますと、取締役は７名（うち社外

取締役３名）となります。

記

１．ストックオプションとしての新株予約権を発行することが必要とする理由

当社の業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、当社取締

役、執行役員及び従業員に対し、新株予約権を発行するものであります。

２．新株予約権の発行要領

①　新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、各本新株予約権の

目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。な

お、本新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式400,000株を上

限とし、このうち、当社取締役に付与する新株予約権は100,000株を上限

とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的と

なる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを

－ 51 －



調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・合併の比率

切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下、総称して

「合併等」という。）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他株

式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

②　新株予約権の総数

4,000個を上限とする。

このうち、当社取締役に付与する新株予約権は1,000個を上限とする。

なお、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式

数」という。）は100株とする。ただし、上記①に定める株式の数の調整

を行った場合は、同様の調整を行う。

③　新株予約権と引換えに払込む金銭

本株主総会の委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予

約権につき、金銭の払込みを要しないこととする。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使

により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行

使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とし、行使価額は、新株予

約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月各日

（取引が成立していない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数

は切り上げる。ただし、当該金額が割当日の終値（取引が成立しない場合

はその前日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。

なお、割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式に

より行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又

は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主によ
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株当たりの

払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

る単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転

換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の転換又は権利

行使の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数か

ら当社が保有する普通株式に係る自己株式数を控除した数とし、また、自

己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替える。

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他

行使価額の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の割当決議日の翌日から２年を経過した日より10年間以内の

範囲で、当社取締役会にて定めるものとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

ア．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度

額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げる。

イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準

備金の額は、上記「ア」の資本金等増加限度額から上記「ア」に定める

増加する資本金の額を減じた金額とする。

⑦　新株予約権の行使の条件

ア．新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社

関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認
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めた場合は、この限りではない。

イ．新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

ウ．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

エ．本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間の合計

額は、1,200万円を超えてはならない。

⑧　新株予約権の取得の条件

ア．当社は、新株予約権者が上記⑦による新株予約権の行使の条件に該当

しなくなった場合は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

イ．当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で

承認された場合又は当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案

若しくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合は、

当社は新株予約権を無償で取得することができる。

⑨　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を必要と

する。

⑩　組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

合併等による組織再編に際して定める契約書又は計画書等に次に定める

株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該合併等の比率

に応じて、当該株式会社の新株予約権を交付する。

ア．合併（当社が消滅する場合に限る）

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

イ．吸収分割

吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一

部を承継する株式会社

ウ．新設分割

新設分割により設立する株式会社

エ．株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

オ．株式移転

株式移転により設立する株式会社

⑪　新株予約権の行使により発生する端株の切捨て

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合に
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は、これを切り捨てる。

⑫　新株予約権のその他の内容

新株予約権に関するその他の内容については、その他の募集事項と併せ

て、別途開催される取締役会の決議において定める。
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ふ り が な

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る

当社の株式数

い と う 　 か な こ

伊 藤 　 歌 奈 子

(1983年２月10日)

2006年10月

2006年10月

2016年12月

2021年７月

弁護士登録

石原総合法律事務所入所

小林クリエイト株式会社、社外監査役

（現任）

むすび法律事務所パートナー（現任）

－

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１

名の選任をお願いするものであります。

なお、補欠監査役候補者伊藤歌奈子氏は、監査役が法令に定める員数を

欠くことになった場合を就任の条件とし、その任期は退任監査役の任期が

満了する時までとなります。また、本選任の効力は、次期定時株主総会の

開始の時までとなります。

本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

(注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 伊藤歌奈子氏は、補欠の社外監査役候補者です。

３. 伊藤歌奈子氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、弁護士と

して培われた高度な専門的知識を当社の監査体制に反映していた

だくことを期待したためであります。なお、同氏は、過去に社外

役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあり

ませんが、上記の理由により、社外監査役として、その職務を適

切に遂行できるものと判断しております。

４. 伊藤歌奈子氏が監査役に就任した場合には、当社は同氏との間

で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１

項に規定する最低責任限度額といたします。

５. 伊藤歌奈子氏が監査役に就任した場合には、当社が保険会社と締

結している役員等賠償責任保険契（Ｄ＆Ｏ保険）契約の被保険者

となります。

６．伊藤歌奈子氏の戸籍上の氏名は、林歌奈子であります。

以上

－ 56 －
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◆会場

名古屋市中村区名駅四丁目４番38号

ウインクあいち（愛知県産業労働センター）

小ホール１

株主総会会場のご案内

◆ＪＲ名古屋駅桜通口から、ミッドランドスクエア方面　徒歩５分

◆ユニモール地下街５番出口　徒歩２分
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＜新型コロナウイルスに関するお知らせ＞

新型コロナウイルスが流行しておりますが、株主総会へのご出席に際しましては、株主総会開催日現在の

感染状況やご自身の体調をご確認のうえ、感染防止にご配慮賜りますようお願い申し上げます。郵送やイン

ターネットにより事前に議決権を行使することができますので、そちらのご利用も併せてご検討ください。

また、株主総会会場において、感染防止のための措置を講じる場合がありますので、ご協力賜りますよう

お願い申し上げます。


